
























































































































































































































































































































































































































































































































Auerbach v. Bennet, 47 N.Y. 2d 619,393 N.E. 2d 994, 419 N.Y.S. 2d 920 (1980). 
Aronson v. Lewis, 473 A. 2d 805 (1984). 
向出博「アメリカの実際事件にみる株主代表訴訟の実務対策」経理情報 No.676,40頁以下
手塚裕之「米国株主代表訴訟の現代的動向と日本における代表訴訟」商事法務No1334,40頁以下
(8) 外貨建ての短期金銭債権については，決算日の為替相場，外貨建ての長期金銭債権については，金銭
債権取得時の為替相場によって円換算をすることが会計慣行となっている（居林「株式会社の決算」 111
頁以下）。
(9) 「企業会計原則」注解18
(10) 商法287条の 2の引当金について法律上の債務以外の負債性引当金（すなわち純費用性引当金）に限る
とする狭義説
鈴木竹雄・竹内昭夫「会社法」 326条
石井照久「会社法下」 215頁
田中誠二「全訂会社法詳論下」 852頁
久保欣哉「青山法学」 4巻 2号28頁
商法とリスク・マネジメント
(ID 負債性引当金の他，利益留保性引当金をも認める広義説
上回明信「改正会社法と計算規則」 100頁
味村治「経理処理」経営法学全集X188頁
居林次雄「改正商法による会社経理」 141頁以下
居林次雄「株式会社の決算」 166頁以下
(12) 昭和37年に創設された287条の2の引当金について狭義説を採る学説は当然のことながら，改正後も
狭義説である。
蓮井良憲「新版注釈会社法（8）」 264頁。ただし負債性引当金に関する「企業会計原則」の修正により，
負債性引当金につき若干の偶発損失を許容する見解が生れている。
企業会計審議会「負債性引当金に係る企業会計原則注解の修正に関する解釈指針」（昭和57年9月20
日）
(13) 居林次雄「商法入門講座」 117頁
居林次雄「商法会計入門」 152頁以下
稲葉威雄「改正会社法」 365頁
(14) 国際会計基準10号 9頁
